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(57)【要約】
【課題】特に成形品成形後のラベルの接着性に優れたス
トレッチブロー用インモールドラベルを提供する。また
同ラベルを用いたラベル付きストレッチブロー成形品を
提供する。
【解決手段】基材層（Ｉ）及びヒートシール性樹脂層（
ＩＩ）を含むインモールドラベルであって、該基材層（
I）が熱可塑性樹脂及び無機微細粉末を含むものであり
、該ヒートシール性樹脂層（ＩＩ）がエチレン系共重合
体を含む塗工液を基材層（Ｉ）上に塗布、乾燥して形成
した塗布層よりなることを特徴とするストレッチブロー
用インモールドラベル。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
基材層（Ｉ）及びヒートシール性樹脂層（ＩＩ）を含むインモールドラベルであって、該
基材層（I）が熱可塑性樹脂及び無機微細粉末を含む樹脂組成物よりなり、該ヒートシー
ル性樹脂層（ＩＩ）がエチレン系共重合体を含む塗工液を該基材層（Ｉ）上に塗布、乾燥
して形成した塗布層よりなることを特徴とするストレッチブロー用インモールドラベル。
【請求項２】
基材層（I）のヒートシール性樹脂層（ＩＩ）を設ける側の面の液体吸収係数が４ｍｌ／
ｍ２（ｍｓ）１／２以下であることを特徴とする請求項１に記載のストレッチブロー用イ
ンモールドラベル。
【請求項３】
該熱可塑性樹脂がポリプロピレン系樹脂を含むことを特徴とする請求項１または２に記載
のストレッチブロー用インモールドラベル。
【請求項４】
該基材層（I）が樹脂組成物の無延伸フィルムよりなることを特徴とする請求項１～３の
何れか一項に記載のストレッチブロー用インモールドラベル。
【請求項５】
該基材層（I）が少なくとも一軸方向に延伸された樹脂組成物の延伸フィルムを含むこと
を特徴とする請求項１～３の何れか一項に記載のストレッチブロー用インモールドラベル
。
【請求項６】
該基材層（I）が熱可塑性樹脂及び親水化処理された無機微細粉末を含む樹脂組成物を少
なくとも一軸方向に延伸した延伸フィルムを含むことを特徴とする請求項５に記載のスト
レッチブロー用インモールドラベル。
【請求項７】
該エチレン系共重合体がエチレン・酢酸ビニル共重合体であることを特徴とする請求項１
～６の何れか一項に記載のストレッチブロー用インモールドラベル。
【請求項８】
該エチレン・酢酸ビニル共重合体がマレイン酸変性したエチレン・酢酸ビニル共重合体で
あることを特徴とする請求項７に記載のストレッチブロー用インモールドラベル。
【請求項９】
該エチレン系共重合体を含む塗工液がエチレン系共重合体を水性媒体中に分散させたエマ
ルジョンを含むことを特徴とする請求項１～８の何れか一項に記載のストレッチブロー用
インモールドラベル。
【請求項１０】
該エチレン系共重合体のエマルジョンの平均粒子径が０．０１～３μｍであることを特徴
とする請求項９に記載のストレッチブロー用インモールドラベル。
【請求項１１】
該ヒートシール性樹脂層（ＩＩ）が、該エチレン系共重合体を含む塗工液の一部が該延伸
フィルム上に吸収された状態で乾燥され、形成された塗布層であることを特徴とする請求
項６～１０の何れか一項に記載のストレッチブロー用インモールドラベル。
【請求項１２】
該基材層（I）の表面に更に印刷可能層（ＩＩＩ）を設けることを特徴とする請求項１～
１１の何れか一項に記載のストレッチブロー用インモールドラベル。
【請求項１３】
請求項１～１２の何れか一項に記載のストレッチブロー用インモールドラベルを貼着した
インモールドラベル付きストレッチブロー成形品であって、該成形品への該ラベルの接着
強度が１００～１０００ｇ／１５ｍｍであることを特徴とするインモールドラベル付きス
トレッチブロー成形品。
【請求項１４】
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該ストレッチブロー成形品を形成する樹脂がポリエステル系樹脂、ポリカーボネート系樹
脂、ポリスチレン系樹脂、ポリプロピレン系樹脂、およびポリエチレン系樹脂の少なくと
も１種よりなることを特徴とする請求項１３に記載のインモールドラベル付きストレッチ
ブロー成形品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、ラベルを予め金型内に該ラベルの印刷が施こされた表面側が金型壁面に接する
ようにセットし、金型内に熱可塑性樹脂からなるプリフォームを導入しストレッチブロー
成形して、ラベル貼合成形品を製造するインモールド成形に用いるストレッチブロー用イ
ンモールドラベル及び同ラベルを貼着したインモールドラベル付きストレッチブロー成形
品に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
従来、ラベル付きの樹脂成形品を一体成形するために、金型内に予めブランクまたはラベ
ルを挿入しておき、次いで射出成形、中空成形、差圧成形、発泡成形などの手法により該
金型内で樹脂成形品を成形して、該樹脂成形品にラベルを貼着し絵付けなどを行っている
。
この様なラベルとして、例えば、結晶性のポリプロピレンやポリエチレン等の押出し成形
やカレンダー成形により得られたフィルムを基材とし、該基材に低融点オレフィン系樹脂
の溶液をグラビアコーターなどでコーティングして乾燥することにより得られるラベルや
、低融点オレフィン系樹脂フィルムを接着剤として用い該基材に積層して得られるラベル
や、低融点オレフィン系樹脂を押出しラミネートにより該基材に直接積層して得られるラ
ベルが知られている（例えば、特許文献１、特許文献２参照）。
【０００３】
一方、樹脂成形品を金型内で成形する手法として、中空成形には、樹脂のパリソンを用い
るダイレクトブロー成形による手法と、樹脂のプリフォームを用いるスチレッチブロー成
形による手法がある。
前者は原料樹脂の融点以上まで樹脂を加熱して、樹脂が溶融した状態でパリソンを形成し
、これを圧空で膨らませるものであり、後者は原料樹脂の軟化点までプリフォームを加熱
して、樹脂が変形できる状態でプリフォームをロッドで延伸して更に圧空で膨らませるも
のである。
両者は同一の原料樹脂を使う場合でも、溶融状態にするのか軟化状態にするのかの違いに
よって樹脂にかける熱量は大きく異なる。それ故に、ダイレクトブロー成形を念頭に設計
された前段のラベルは、溶融パリソンがラベルに与える熱量によって低融点樹脂が充分に
溶融活性化して接着強度等の品質に問題のないラベル付き成形品を得るのに対し、スチレ
ッチブロー成形に用いた場合には、プリフォームがラベルの低融点樹脂を溶融活性化する
のに充分な熱量を与えられずにラベルを接着できない、或いはラベルの接着強度に劣り容
易に剥がれてしまうといった問題を抱えていた。
そのため、成形温度が低いスチレッチブロー成形に対応するべく、ラベルの基材フィルム
及び接着剤の構成を変更した、液体を素早く吸収できる基材フィルムに水系ヒートシール
性樹脂コート層を設けたもの（例えば、特許文献３参照）や、ラベルの接着剤層に用いる
樹脂に溶融熱量の低いディレード接着剤を設けたもの（例えば、特許文献４参照）を用い
る試みがなされている。
【０００４】
しかしながら、特許文献３のように基材の液体の吸収速度が速すぎる（液体吸収係数が５
ｍｌ／ｍ２（ｍｓ）１／２以上の）場合、基材フィルム上に水系ヒートシール性樹脂コー
ト剤を塗布した際に、塗膜中に気泡に起因する塗布ムラが多数発生しやすく、このような
場合は所望する接着強度を安定に得られないことが判明した。
また、特許文献４のように接着剤に溶融熱量の低いディレード接着剤を用いた場合は、十
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分な接着強度が得られるものの、このラベル用紙の長尺品を巻き取り、或いはこのラベル
用紙を積み重ねて保管した際に、同接着剤に含まれる可塑剤等の低分子量成分が接着剤層
からブリードアウトして、これがラベル用紙の印刷予定面上に転移すると、その後の印刷
時に印刷インキの転移を著しく阻害することが判明した。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開昭５８－０６９０１５号公報
【特許文献２】特開平０２－２１７２２３号公報
【特許文献３】特開２００４－２５５８６４号公報
【特許文献４】特開２０１０－１６８１１７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
そこで本発明者らは、新たに開発したインモールドラベルであって、ストレッチブロー成
型の低温接着条件でも成形品との接着強度が充分であり、且つラベル印刷時に印刷インキ
の転移性が良好であるインモールドラベルを提供することを本発明の目的として検討を進
めた。またそのラベルを用いることで得られるラベル付きストレッチブロー成形品を提供
することを本発明の目的とした。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
本発明者らは鋭意検討を重ねた結果、特定の構造を有するラベルを用いてインモールド成
形をすることによって、所期の目的を達成しうることを見出した。すなわち、課題を解決
する手段として、以下の構成からなる本発明を提供するに至った。
【０００８】
［１］　基材層（Ｉ）及びヒートシール性樹脂層（ＩＩ）を含むインモールドラベルであ
って、該基材層（I）が熱可塑性樹脂及び無機微細粉末を含む樹脂組成物よりなり、該ヒ
ートシール性樹脂層（ＩＩ）がエチレン系共重合体を含む塗工液を該基材層（Ｉ）上に塗
布、乾燥して形成した塗布層よりなることを特徴とするストレッチブロー用インモールド
ラベル。
［２］　基材層（I）のヒートシール性樹脂層（ＩＩ）を設ける側の面の液体吸収係数が
４ｍｌ／ｍ２（ｍｓ）１／２以下であることを特徴とする［１］に記載のストレッチブロ
ー用インモールドラベル。
［３］　該熱可塑性樹脂がポリプロピレン系樹脂を含むことを特徴とする［１］または［
２］に記載のストレッチブロー用インモールドラベル。
［４］　該基材層（I）が樹脂組成物の無延伸フィルムよりなることを特徴とする［１］
～［３］の何れかに記載のストレッチブロー用インモールドラベル。
［５］　該基材層（I）が少なくとも一軸方向に延伸された樹脂組成物の延伸フィルムを
含むことを特徴とする［１］～［３］の何れかに記載のストレッチブロー用インモールド
ラベル。
［６］　該基材層（I）が熱可塑性樹脂及び親水化処理された無機微細粉末を含む樹脂組
成物を少なくとも一軸方向に延伸した延伸フィルムを含むことを特徴とする［５］に記載
のストレッチブロー用インモールドラベル。
【０００９】
［７］　該エチレン系共重合体がエチレン・酢酸ビニル共重合体であることを特徴とする
［１］～［６］の何れかに記載のストレッチブロー用インモールドラベル。
［８］　該エチレン・酢酸ビニル共重合体がマレイン酸変性したエチレン・酢酸ビニル共
重合体であることを特徴とする［７］に記載のストレッチブロー用インモールドラベル。
［９］　該エチレン系共重合体を含む塗工液がエチレン系共重合体を水性媒体中に分散さ
せたエマルジョンを含むことを特徴とする［１］～［８］の何れかに記載のストレッチブ
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ロー用インモールドラベル。
［１０］　該エチレン系共重合体のエマルジョンの平均粒子径が０．０１～３μｍである
ことを特徴とする［９］に記載のストレッチブロー用インモールドラベル。
［１１］　該ヒートシール性樹脂層（ＩＩ）が、該エチレン系共重合体を含む塗工液の一
部が該延伸フィルム上に吸収された状態で乾燥され、形成された塗布層であることを特徴
とする［６］～［１０］の何れかに記載のストレッチブロー用インモールドラベル。
［１２］　該基材層（I）の表面に更に印刷可能層（ＩＩＩ）を設けることを特徴とする
［１］～［１１］の何れかに記載のストレッチブロー用インモールドラベル。
【００１０】
［１３］　［１］～［１２］の何れかに記載のストレッチブロー用インモールドラベルを
貼着したインモールドラベル付きストレッチブロー成形品であって、該成形品への該ラベ
ルの接着強度が１００～１０００ｇ／１５ｍｍであることを特徴とするインモールドラベ
ル付きストレッチブロー成形品。
［１４］　該ストレッチブロー成形品を形成する樹脂がポリエステル系樹脂、ポリカーボ
ネート系樹脂、ポリスチレン系樹脂、ポリプロピレン系樹脂、およびポリエチレン系樹脂
の少なくとも１種よりなることを特徴とする［１３］に記載のインモールドラベル付きス
トレッチブロー成形品。
【発明の効果】
【００１１】
本発明により、インモールドラベルにおいてストレッチブロー成型の低温接着条件でも成
形品との接着強度が充分であり、且つラベル印刷時に印刷インキの転移性が良好であるイ
ンモールドラベルを提供する。またそのラベルを用いることでラベルとの接着強度が高く
、且つラベルと成形品が一体化して見えるラベル付きストレッチブロー成形品を提供する
。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明のストレッチブロー用インモールドラベルの一様態の断面図である。
【図２】本発明のストレッチブロー用インモールドラベルの別に様態の断面図である。
【図３】本発明のストレッチブロー用インモールドラベルの別に様態の断面図である。
【図４】本発明のストレッチブロー用インモールドラベルの別に様態の断面図である。
【図５】本発明のストレッチブロー用インモールドラベルの別に様態の断面図である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
本発明のインモールドラベルおよびそれを用いた成形品について、以下では更に詳細に説
明する。以下に記載する構成要件の説明は、本発明の代表的な実施態様に基づいてなされ
るものであるが、本発明はそのような実施態様に限定されるものではない。なお、本明細
書において「～」を用いて表される数値範囲は、「～」の前後に記載される数値をそれぞ
れ下限値および上限値として含む範囲を意味する。
【００１４】
〔インモールドラベル〕
本発明のインモールドラベルは、少なくとも基材層（Ｉ）及びヒートシール性樹脂層（Ｉ
Ｉ）を含む積層構造を有するものである。
そして基材層（I）は熱可塑性樹脂及び無機微細粉末を含む樹脂組成物よりなり、ヒート
シール性樹脂層（ＩＩ）はエチレン系共重合体を含む塗工液を基材層（Ｉ）上に塗布、乾
燥して形成した塗布層よりなることを特徴とする。
本発明のインモールドラベルは更に、該基材層（I）の表面に更に印刷可能層（IＩＩ）を
設けることが好ましい。
【００１５】
〔基材層（I）〕
本発明のインモールドラベルに用いられる基材層（Ｉ）はインモールドラベルの支持体と
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なるものであり、ラベルに印刷や金型内挿入などハンドリングができる程度の剛度（コシ
）を与えるものである。一方、基材層（Ｉ）はインモールドラベルを白色不透明にするも
のであり、具体的には熱可塑性樹脂及び無機微細粉末を含む樹脂組成物よりなるものであ
る。
基材層（Ｉ）は熱可塑性樹脂を含む樹脂フィルムである。基材層（Ｉ）に用いられる熱可
塑性樹脂としては、ポリプロピレン系樹脂、ポリメチル－１－ペンテン、エチレン－環状
オレフィン共重合体等のオレフィン系樹脂、ポリエチレンテレフタレート樹脂、ポリブチ
レンテレフタレート樹脂、ポリ塩化ビニル樹脂、ナイロン－６、ナイロン－６，６、ナイ
ロン－６，１０、ナイロン－６，１２等のポリアミド系樹脂、ポリスチレン、ポリカーボ
ネート、アイオノマー樹脂等のフィルムを挙げることができるが、好ましくはポリプロピ
レン系樹脂、ポリエチレンテレフタレート樹脂等の融点が１３０～２８０℃の範囲である
熱可塑性樹脂である。これらの樹脂は２種以上を混合して用いることもできる。
【００１６】
また基材層（Ｉ）の主成分を構成する熱可塑性樹脂は、後述するヒートシール性樹脂層（
ＩＩ）を構成するエチレン系共重合体の融点より１５℃以上高い融点を有する樹脂である
ことが好ましい。これらの樹脂の中でも透明性、耐熱性、耐久性、コストなどの面からポ
リプロピレン系樹脂がより好ましい。かかるポリプロピレン系樹脂としては、アイソタク
ティックまたはシンジオタクティックな立体規則性を示すプロピレン単独重合体、もしく
は、プロピレンを主成分とし、これとエチレン、ブテン－１、ヘキセン－１、ヘプテン－
１，４－メチルペンテン－１等のα－オレフィンとの共重合体が使用される。これら共重
合体は、２元系でも３元系でも４元系でもよく、またランダム共重合体でもブロック共重
合体であってもよい。
【００１７】
また基材層（Ｉ）は、無機微細粉末を含むものである。無機微細粉末は、基材層（Ｉ）を
白色不透明とするものであり、インモールドラベルに設けられる印刷の視認性を高めるも
のである。
無機微細粉末としては、粒径が通常０．０１～１５μｍ、好ましくは０．０１～５μｍの
ものを使用する。具体的には、炭酸カルシウム、焼成クレイ、シリカ、けいそう土、白土
、タルク、酸化チタン、硫酸バリウム、アルミナ、ゼオライト、マイカ、セリサイト、ベ
ントナイト、セピオライト、バーミキュライト、ドロマイト、ワラストナイト、ガラスフ
ァイバーなどを使用することができる。
基材層（Ｉ）への無機微細粉末の添加量は、基材層（I）の全重量の１０～７０重量％で
あることが好ましく、２０～６０重量％であることがより好ましく、３０～５０重量％で
あることがさらに好ましい。
【００１８】
更にこれらの無機微細粉末の表面に親水化処理を施したものを使用することができる。こ
れらの無機微細粉末に表面親水化処理を施し、且つ基材層（Ｉ）に後述する延伸を施して
多孔質とすることにより、特開２００１－２２６５０７号公報に見られるように、基材層
（Ｉ）に液体を吸収する特性を付与することができる。
このような表面処理剤としては、水溶性カチオンコポリマーおよび水溶性アニオン系界面
活性剤の少なくとも一方であることが好ましい。ここで表面処理剤として用いる水溶性カ
チオンコポリマーは、（１）ジアリルアミン塩またはアルキルジアリルアミン塩の少なく
とも一方と、（２）非イオン親水性ビニルモノマーとの共重合体であることが好ましい。
【００１９】

（１）のジアリルアミン塩やアルキルジアリルアミン塩の具体例としては、ジアリルアミ
ン塩、炭素数１～４の範囲のアルキルジアリルアミン塩およびジアルキルジアリルアミン
塩、すなわちメチルジアリルアミン塩やエチルジアリルアミン塩、ジメチルジアリルアミ
ン塩、メタクリロイルオキシエチルトリメチルアンモニウム、アクリロイルオキシエチル
トリメチルアンモニウム、メタクリロイルオキシエチルジメチルエチルアンモニウムやア
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クリロイルオキシエチルジメチルエチルアンモニウムのクライド、ブロマイド、メトサル
フェート、またはエトサルフェート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチルメタクリレートやＮ
，Ｎ－ジメチルアミノエチルアクリレートをエピクロロヒドリン、グリシドール、グリシ
シジルトリメチルアンモニウムクロライドなどのエポキシ化合物でアルキル化して得られ
る４級アンモニウム塩が挙げられ、これらの中でも、好ましくはジアリルアミン塩、メチ
ルジアリルアミン塩およびジメチルジアリルアミン塩である。（１）のジアリルアミン塩
やアルキルジアリルアミン塩を形成する陰イオンは、塩化物イオン、臭化物イオン、硫酸
イオン、硝酸イオン、メチル硫酸イオン、エチル硫酸イオン、メタンスルホン酸イオン等
が挙げられる。
【００２０】
（２）の非イオン親水性ビニルモノマーの具体例としては、アクリルアミド、メタクリル
アミド、Ｎ－ビニルホルムアミド、Ｎ－ビニルアセトアミド、Ｎ－ビニルピロリドン、２
－ヒドロキシエチルメタクリレート、２－ヒドロキシエチルアクリレート、２－ヒドロキ
シプロピル（メタ）アクリレート、３－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、（メ
タ）アクリル酸メチルエステル、（メタ）アクリル酸エチルエステル、（メタ）アクリル
酸ブチルエステルであり、これらの中でも好ましくはアクリルアミド、メタクリルアミド
である。
【００２１】
（１）と（２）の共重合比は任意であるが、（１）は好ましくは１０～９９モル％、より
好ましくは５０～９７モル％、さらに好ましくは６５～９５モル％であり、（２）は好ま
しくは９０～１モル％、より好ましくは５０～３モル％、さらに好ましくは３５～３モル
％である。
【００２２】
一方、表面処理剤として用いることができる水溶性アニオン系界面活性剤は、分子内に陰
イオン性官能基を有する。水溶性アニオン系界面活性剤の具体例として、炭素数４～４０
の範囲の炭化水素基を有するスルホン酸塩、炭素数４～４０の範囲の炭化水素基を有する
リン酸エステル塩、炭素数４～４０の範囲の高級アルコールのリン酸モノまたはジエステ
ルの塩、炭素数４～４０の範囲の炭化水素基を有するアルキルベタインやアルキルスルホ
ベタインなどが挙げられ、適宜選択される。
【００２３】
また基材層（Ｉ）は、必要に応じて、酸化防止剤、光安定剤、分散剤、滑剤、帯電防止剤
等の添加剤を使用することができる。
酸化防止剤を使用する場合は、具体的には立体障害フェノール系、リン系、アミン系、イ
オウ系等の酸化防止剤を通常０．００１～１重量％の範囲内で添加する。光安定剤を使用
する場合は、具体的には、立体障害アミン系、ベンゾトリアゾール系、ベンゾフェノン系
の光安定剤を通常０．００１～１重量％の範囲内で使用する。
基材層（Ｉ）の肉厚は２０～２００μｍ、好ましくは４０～１５０μｍの範囲である。肉
厚が２０μｍ以上であれば印刷時にラベルにシワを生じにくく、また金型内挿入時に正規
の位置に固定されずにずれるような問題も生じにくい。また２００μｍ以下であれば得ら
れたラベル付き成形品のラベルの境界部分の強度低下に伴う耐落下強度の低下などの問題
も生じにくい。
【００２４】
〔ヒートシール性樹脂層（ＩＩ）〕
本発明のインモールドラベルに用いられるヒートシール性樹脂層（ＩＩ）は、エチレン系
共重合体を含む塗工液を基材層（Ｉ）上に塗布、乾燥して形成した塗布層よりなるもので
ある。ヒートシール性樹脂層（ＩＩ）はストレッチブロー成形における低温接着条件でも
成形品との充分な接着強度を与えるものである。
【００２５】
〔エチレン系共重合体〕
ヒートシール性樹脂層（ＩＩ）に含まれるエチレン系共重合体とは、エチレンと、その他
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のコモノマーの重合反応から得られる共重合体である。本発明において、その他のコモノ
マーとしては、例えば酢酸ビニル、アクリル酸、メタクリル酸、アクリル酸アルキルエス
テル（アルキル基の炭素数は１～８が好ましい）、メタクリル酸アルキルエステル（アル
キル基の炭素数は１～８が好ましい）、無水マレイン酸などが挙げられる。
エチレン系共重合体の具体例としては、エチレン・酢酸ビニル共重合体、エチレン・アク
リル酸共重合体、エチレン・メタクリル酸共重合体、エチレン・メタクリル酸共重合体の
金属塩、エチレン・メタクリル酸・アクリル酸アルキルエステル共重合体、エチレン・ア
クリル酸アルキルエステル・無水マレイン酸共重合体、及び、これらの共重合体をカルボ
ン酸で変性したカルボン酸変性物などが挙げられる。
【００２６】
上記の金属塩を構成する金属としては、亜鉛（Ｚｎ）、アルミニウム（Ａｌ）、リチウム
（Ｌｉ）、ナトリウム（Ｎａ）、カリウム（Ｋ）などを例示することができる。またカル
ボン酸変性物としてはマレイン酸変性物などを例示することができる。
【００２７】
エチレン系共重合体は、上記の共重合体の中でも、エチレンと、酢酸ビニル、アクリル酸
、及びメタクリル酸の少なくとも一つをコモノマーとして含む共重合体であることが好ま
しい。この場合、ストレッチブロー成形のように、比較的低温（例えばプリフォームの温
度が９０～１１０℃、好ましくは９５～１１０℃である）での接着が要求される成形手法
においても、ラベルと成形品との接着強度が一層優れたラベル付きストレッチブロー成形
品が得られる。
このようなエチレン系共重合体としては、エチレン・酢酸ビニル共重合体（ＥＶＡと称さ
れる場合がある）、マレイン酸変性エチレン・酢酸ビニル共重合体、エチレン・メタクリ
ル酸共重合体（ＥＭＡと称される場合がある）、及びエチレン・メタクリル酸・アクリル
酸アルキルエステル共重合体を好ましい具体例として挙げられる。
これらの共重合体の中でも、エチレン・酢酸ビニル共重合体、および、カルボン酸変性エ
チレン・酢酸ビニル共重合体の少なくとも一方を含むものが、低温接着条件でもラベルと
ブロー成形品との接着強度がより一層優れたものとなり、好ましい。
【００２８】
エチレン・酢酸ビニル共重合体としては、メルトフローレートが２０ｇ／１０分以上であ
ることから好ましい。同共重合体におけるメルトフローレートが２０ｇ／１０分以上であ
れば、溶融して活性化した際に、その流動性からストレッチブロー成形品に対して接触す
る面積をより広げることができ、ラベルとブロー成形品との接着強度をより一層優れたも
のとしやすい。
【００２９】
また、エチレン・酢酸ビニル共重合体における酢酸ビニルの含量は、当該共重合体の総量
（１００重量％）に対して５～５０重量％であることが好ましい。共重合体における酢酸
ビニル含量が５重量％以上であればストレッチブロー成形品への接着性を高めやすい傾向
がある。また、媒質中に溶解させやすく、下記で説明するカルボン酸変性物の製造が容易
である。一方、５０重量％以下であれば、前述の基材層（I）や後述するストレッチブロ
ー成形品を形成する樹脂にオレフィン系樹脂を用いる場合であっても、高い接着性が得ら
れる傾向がある。
またカルボン酸変性エチレン・酢酸ビニル共重合体における酸価は、１～６０の範囲であ
ることが好ましい。酸価が１以上であれば水性分散液を得やすい。一方、酸価が６０以下
であれば耐水性、耐湿性を高めやすい。
【００３０】
またこのような共重合体としては、その接着性や水分散性の向上のために、カルボン酸で
変性した、カルボン酸変性エチレン・酢酸ビニル共重合体を用いることが更に好ましい。
カルボン酸変性エチレン・酢酸ビニル共重合体は、公知の方法で製造できる。例えば、特
開３－１１２８３６号公報に記載のように、エチレン・酢酸ビニル共重合体をトルエンま
たはキシレン等の芳香族炭化水素類に溶解させ、メチルアルコールまたはエチルアルコー
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ル等の低級アルコール類を加え、特定量の水の存在下でアルカリアルコラート触媒を用い
てケン化反応させ、次いで得られたエチレン・酢酸ビニル共重合体のケン化物を、不飽和
カルボン酸（例えばマレイン酸、フマル酸、イタコン酸、シトラコン酸、アリルコハク酸
、メサコン酸、アコニット酸）及びその酸無水物、及びその酸エステルの少なくとも１種
と、ラジカル開始剤と共に反応させる事により得る事ができる。
これらの中でも、マレイン酸及びマレイン酸無水物の少なくとも一方との反応により得ら
れたマレイン酸変性エチレン・酢酸ビニル共重合体を用いることが最も好ましい。
前述の共重合体および酸変性共重合体は単独で、または２種以上を混合して用いることが
できる。
【００３１】
これらの共重合体には、その接着性やラベルの印刷性を極力阻害しない観点から、低分子
量の副成分を配合しないことが好ましい。しかしながら、これらの共重合体を後述する水
中分散液やエマルジョン液の様態で用いることを目的に、その接着性やラベルの印刷性を
損なわない程度で必要に応じ、分散剤等を配合したものであってもよい。また、必要に応
じてロジン及びその誘導体、テルペン及びその誘導体、石油樹脂、それらの水素添加物等
のいわゆる粘着付与剤や、パラフィンワックス、マイクロクリスタリンワックス、カルナ
バワックス、フィッシャートップスワックス等のワックス類、シリカ、タルク、ゼオライ
ト等の無機微粉末系アンチブロッキング剤、エルシン酸アミド、オレイン酸アミド、ステ
アリン酸アミド等の有機系スリップ剤、更に凝集力、接着力を向上させる成分として、熱
可塑性ポリウレタン、熱可塑性ポリエステル、塩素化ポリプロピレン、塩素化ポリエチレ
ン等を配合してもよい。
【００３２】
エチレン系共重合体を含む塗工液は、これらの共重合体を有機溶媒に溶解した溶液として
用いるものでもよく、これらの共重合体を水性溶媒中に分散させたエマルジョンの様態と
して用いるものでもよい。
エチレン系共重合体のエマルジョンを用いたインモールドラベルは、エマルジョン粒子に
より不透明であり、印刷時に不具合を発見しやすいメリットがある。そしてこれを貼着し
たインモールドラベル付きストレッチブロー成形品においては、エチレン系共重合体の溶
融によりエマルジョン粒子は消失してヒートシール性樹脂層（ＩＩ）は透明となるため、
ラベルと成形品との外観に差異を生じさせずに一体化して見える。
これら共重合体を水中に分散させた水性エマルジョンを得る方法としては、特開昭５８－
１１８８４３号、同５６－２１４９号、同５６－１０６９４０号、同５６－１５７４４５
号公報等に記載されるように二軸スクリュー押出機に共重合体樹脂を供給し、溶融混練し
た後、押出機の圧縮部域またはベント域に設けた液導入管より分散液を含有する水を導入
し、スクリューを回転することにより溶融した共重合体樹脂と水を混練し、この混練物を
押出機のハウジング内で相転移させて押出機の出口ノズルより大気圧域に放出し、必要に
応じて水を追加で加え、貯槽内に収容して得られる。
【００３３】
エマルジョン中の共重合体樹脂粒子の平均分散粒径は０．０１～３μｍであることが好ま
しく、０．１～１μｍであることがより好ましい。共重合体樹脂粒子の平均分散粒径が同
範囲内であれば、分散液の状態で相が安定しており、液の保管性や塗工性に優れる。また
、同分散液を塗工して形成されるヒートシール性樹脂層（ＩＩ）の、ブロー成形品へ接着
後における透明性を高めやすい傾向がある。
固形分濃度は８～６０重量％であることが好ましく、２０～５０重量％であることがより
好ましい。エマルジョン中の共重合体樹脂による固形分濃度が同範囲内であれば、分散液
の状態で相が安定しており、液の保管性や塗工性に優れる。
このようなエチレン系共重合体エマルジョンとしては、例えば、日栄化工株式会社製のラ
イフボンドＨＣ－１２、ＨＣ－１７、ＨＣ－３８、ＨＣＮ－００６（商品名）；東洋モー
トン株式会社製のＡＤ－３７Ｐ２９５Ｊ、ＥＡ－Ｈ７００（商品名）、並びに中央理化工
業株式会社製のアクアテックスＥＣ－１２００、ＥＣ－１７００、ＥＣ－１８００、ＥＣ
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－３５００、及びＡＣ－３１００（商品名）などが市販されており、利用することができ
る。また、エチレン系共重合体を有機溶媒中に溶解させた塗工液としては、例えば、東洋
モートン株式会社製のＴＨＳ－４８８４、ＡＤ－１７９０－１５（商品名）などが市販さ
れており、利用することができる。
【００３４】
〔塗工〕
基材層（Ｉ）上に該オレフィン系樹脂を含む塗工液を塗工する方法としては、グラビアコ
ーター、マイクログラビアコーター、リバースコーター、ブレードコーター、メイヤーバ
ーコーター、エアーナイフコーター等の塗工装置を用いて実施できる。
塗工後に塗工層を乾燥させて溶媒（主に水）を除去し、生じた被膜をヒートシール性樹脂
層（ＩＩ）とする。ヒートシール性樹脂層（ＩＩ）の膜厚は０．３～１０μｍであること
が好ましく、１～５μｍであることがより好ましい。０．３μｍ以上であれば成形品とラ
ベルが強固に融着して高い接着強度を得やすい。また１０μｍ以下であれば塗工後の乾燥
も容易であり、また透明性の低下や凝集力不足による接着強度の低下も見られず好ましい
。
【００３５】
〔印刷可能層（IＩＩ）〕
本発明のインモールドラベルは、基材層（I）の表面に更に印刷可能層（IＩＩ）をラベル
の最外層となるように設けることができる。印刷可能層（IＩＩ）はインモールドラベル
の印刷適性を高める目的から設ける。
印刷可能層（IＩＩ）の素材としては、ポリプロピレン系樹脂、高密度ポリエチレン、中
密度ポリエチレン、直鎖線状低密度ポリエチレン、エチレン・酢酸ビニル共重合体、エチ
レン・アクリル酸共重合体、エチレン・アクリル酸アルキルエステル共重合体、エチレン
・メタクリル酸アルキルエステル共重合体（アルキル基の炭素数は１～８）、エチレン・
メタクリル酸共重合体の金属塩（Ｚｎ、Ａｌ、Ｌｉ、Ｋ、Ｎａなど）、ポリ４－メチル－
１－ペンテン、エチレン－環状オレフィン共重合体等のポリオレフィン系樹脂、ポリエチ
レンテレフタレート樹脂、ポリ塩化ビニル樹脂、ナイロン－６、ナイロン－６，６、ナイ
ロン－６，１０、ナイロン－６，１２等のポリアミド系樹脂、ＡＢＳ樹脂、アイオノマー
樹脂等のフィルムを挙げることができるが、好ましくはポリプロピレン系樹脂、高密度ポ
リエチレン、ポリエチレンテレフタレート樹脂等の融点が１３０～２８０℃の範囲の熱可
塑性樹脂であり、これらの樹脂は２種以上混合して用いることもできる。
【００３６】
これらの中でも、ポリオレフィン系樹脂を用いることが好ましい。更にポリオレフィン系
樹脂の中でも、コスト面、耐水性、耐薬品性の面からポリプロピレン系樹脂、高密度ポリ
エチレンを用いることがより好ましい。かかるポリプロピレン系樹脂としては、アイソタ
クティックないしはシンジオタクティックおよび種々の程度の立体規則性を示すプロピレ
ン単独重合体（ポリプロピレン）、プロピレンを主成分とし、これと、エチレン、１－ブ
テン、１－ヘキセン、１－ヘプテン、４－メチル－１－ペンテン等のα－オレフィンとの
共重合体を好ましく使用することができる。これらの共重合体は、２元系でも３元系でも
４元系でもよく、またランダム共重合体でもブロック共重合体であってもよい。
【００３７】
また、インキ密着性を向上させるために、エチレン・酢酸ビニル共重合体、エチレン・ア
クリル酸共重合体、エチレン・アクリル酸アルキルエステル共重合体、アイオノマー、エ
チレン・メタクリル酸アルキルエステル共重合体（アルキル基の炭素数は１～８）、エチ
レン・メタクリル酸共重合体の金属塩（Ｚｎ、Ａｌ、Ｌｉ、Ｋ、Ｎａなど）、マレイン酸
変性ポリプロピレン、マレイン酸変性ポリエチレン、マレイン酸変性エチレン・酢酸ビニ
ル共重合体等の極性基を有する熱可塑性樹脂を含有させるのが好ましい。中でも、インキ
密着性が優れているマレイン酸変性エチレン・酢酸ビニル共重合体が好ましい。必要に応
じて酸化防止剤、紫外線安定剤等を添加することができる。
印刷可能層（ＩＩＩ）の肉厚は１～３０μｍ、好ましくは５～２０μｍの範囲である。肉
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厚が１μｍ以上であればインキ密着性が向上し、３０μｍ以下であればラベルにカールが
発生しにくく、ラベルへのオフセット印刷が困難となったり、ラベルを金型へ固定するこ
とが困難となったりすることがないために好ましい。
【００３８】
本発明のインモールドラベルは、必要に応じて、活性化処理によって該印刷可能層（ＩＩ
Ｉ）の表面の印刷性を改善しておくことができる。活性化処理としては、コロナ放電処理
、フレーム処理、プラズマ処理、グロー放電処理、オゾン処理より選ばれた少なくとも一
種の酸化処理方法であり、好ましくはコロナ処理、フレーム処理である。処理量はコロナ
処理の場合は、通常６００～１２, ０００Ｊ／ｍ2 （１０～２００Ｗ・分／ｍ2 ）、好ま
しくは１２００～９０００Ｊ／ｍ2 （２０～１５０Ｗ・分／ｍ2 ）である。６００Ｊ／ｍ
2 （１０Ｗ・分／ｍ2 ）以上であれば、コロナ放電処理の効果を十分に得ることができ、
インキの密着性が向上する。また、１２, ０００Ｊ／ｍ2 （２００Ｗ・分／ｍ2 ）超では
処理の効果が頭打ちとなるので１２, ０００Ｊ／ｍ2 （２００Ｗ・分／ｍ2 ）以下で十分
である。フレーム処理の場合、通常８，０００～２００，０００Ｊ／ｍ2 、好ましくは２
０，０００～１００，０００Ｊ／ｍ2 が用いられる。８，０００Ｊ／ｍ2 以上であれば、
フレーム処理の効果を十分に得ることができ、インキの密着性が向上する。また、２００
，０００Ｊ／ｍ2 超では処理の効果が頭打ちとなるので２００，０００Ｊ／ｍ2 以下で十
分である。
【００３９】
本発明における基材層（I）が後述する延伸工程を経て得た多孔質なフィルムであり、基
材層（Ｉ）が液体を吸収する特性を付与したものである場合には、基材層（I）に前述の
エチレン系共重合体を含む塗工液を塗布する際に、エチレン系共重合体を含む塗工液の一
部が基材層（Ｉ）に吸収された状態で塗布され、この状態で塗工液を乾燥固化することで
、基材層（Ｉ）の表面にヒートシール性樹脂層（ＩＩ）が形成される。基材層（Ｉ）中に
ヒートシール性樹脂層（ＩＩ）が食い込む様態でヒートシール性樹脂層（ＩＩ）を形成す
れば、基材層（Ｉ）とヒートシール性樹脂層（ＩＩ）との接着は非常に強固となり、結果
としてラベルとブロー成形品との接着強度をより一層優れたものとしやすい。
この場合、基材層（I）の液体を吸収する能力は、吸収容積と、吸収速度で整理できる。
基材層（I）の液体を吸収する容積が大きすぎる場合は、塗布する塗工液の殆どが基材層
（I）中に格納されてしまう可能性があり、接着性が十分に発現できなくなる恐れがある
。基材層（I）が液体を吸収する容積は、基材層（I）の厚さや基材層（I）中の空孔の量
で変更することができる。また、基材層（I）が液体を吸収する速度が大きすぎる場合は
、これに塗布するエチレン系共重合体を含む塗工液の溶媒分が急速に基材層（I）中に吸
収されて、乾燥は速くなる。しかしながら塗布工程における急速な乾燥は、塗膜のレベリ
ング（均一さ）を損なう原因となり、また塗膜中に気泡が発生しやすくなり、結果として
接着強度が所望のものを得られなくなる恐れがある。基材層（I）が液体を吸収する速度
は、用いる無機微細粉末の親水化処理量や基材層（I）中の空孔の量で変更することがで
きる。
【００４０】
基材層（I）における液体吸収容積は、ＪＡＰＡＮ　ＴＡＰＰＩ　Ｎｏ．５１の液体吸収
性試験方法（ブリストー法）の液体の転移量Ｖ（ｍｌ／ｍ２）として、１００ｍｌ／ｍ２

以下であることが好ましく、５０ｍｌ／ｍ２以下であることがより好ましく、１０ｍｌ／
ｍ２以下であることが更に好ましい。一方液体吸収容積は、０．５ｍｌ／ｍ２以上である
ことが好ましく、３ｍｌ／ｍ２以上であることがより好ましく、５ｍｌ／ｍ２以上である
ことが更に好ましい。
また、基材層（I）における液体吸収速度は、ＪＡＰＡＮ　ＴＡＰＰＩ　Ｎｏ．５１の液
体吸収性試験方法（ブリストー法）の液体吸収係数Ｋα（ｍｌ／ｍ２（ｍｓ）１／２）と
して、４ｍｌ／ｍ２（ｍｓ）１／２以下であることが好ましく、３．５ｍｌ／ｍ２（ｍｓ
）１／２以下であることがより好ましく、３ｍｌ／ｍ２（ｍｓ）１／２以下であることが
更に好ましい。一方液体吸収速度は、０．５ｍｌ／ｍ２（ｍｓ）１／２以上であることが
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好ましく、１ｍｌ／ｍ２（ｍｓ）１／２以上であることがより好ましく、１．５ｍｌ／ｍ
２（ｍｓ）１／２以上であることがより好ましい。
【００４１】
本発明のラベルの印刷可能層（ＩＩＩ）への印刷は、レター印刷、グラビア印刷、オフセ
ット印刷、フレキソ印刷、スクリーン印刷などの印刷方法で実施できる。ラベルには例え
ば、バーコード、製造元、販売会社名、キャラクター、商品名、使用方法などを印刷する
ことができる。印刷されたラベルは、打抜加工により必要な形状寸法のラベルに分離され
る。このインモールドラベルは、成形品表面の一部に貼着される部分的なものであっても
よいが、通常は容器状成形品の側面をぐるりと取巻くブランクとして用いるものであって
もよく、容器状成形品の表側及び／又は裏側にそれぞれ貼着されるラベルとしてあっても
よい。
【００４２】
〔基材層（I）及び印刷可能層（IＩＩ）の成形〕
本発明のインモールドラベルを構成する基材層（I）及び印刷可能層（IＩＩ）は、当業者
に公知の種々の方法およびその組み合わせによって製造することができる。いかなる方法
により製造されたインモールドラベルであっても、本発明に記載される条件を満たすもの
である限り本発明の範囲内に包含される。
本発明における基材層（I）を成形する方法として、例えば、スクリュー型押出機に接続
された単層のＴ－ダイを使用して溶融樹脂をシート状に押出すキャスト成形法、スクリュ
ー型押出機に接続されたＯ－ダイを使用して溶融樹脂をチューブ状に押出すインフレーシ
ョン成形法、圧延法やカレンダー成形法などが挙げられる。

基材層（I）自体は単層構造であってもよく、２層以上の多層構造であってもよい。基材
層（I）は多層化により例えばガスバリア性の向上など機能の付加が可能となる。
【００４３】

［多層化］本発明における基材層（I）は単層の樹脂フィルムとしてこれを用いてもよい
が、基材層（I）に印刷可能層（IＩＩ）を積層した積層樹脂フィルムとして用いても良い
。
従って本発明のインモールドラベルは、基材層（I）／ヒートシール性樹脂層（ＩＩ）、
および印刷可能層（IＩＩ）／基材層（I）／ヒートシール性樹脂層（ＩＩ）を含む積層構
造を採用しうる。
基材層（I）と印刷可能層（IＩＩ）は予め積層樹脂フィルムとして成形することが可能で
ある。得られた積層樹脂フィルムの基材層（I）側表面に、前述の塗工法によりヒートシ
ール性樹脂層（ＩＩ）を設けることで、本発明のインモールドラベルが得られる。
【００４４】
これらの積層樹脂フィルムの製造法として、公知の種々のフィルム製造技術やそれらの組
合せによって行うことが可能である。例えば、スクリュー型押出機に接続された多層のＴ
－ダイを使用した共押出方式、複数のダイスを使用した押出ラミネーション方式や溶融ラ
ミネート方式、熱ラミネート方式、種々の接着剤を使用したドライラミネート方式やウェ
ットラミネート方式等が挙げられる。また、多層ダイと押出ラミネーションを組み合わせ
て使用することも可能である。各層を強固に接着できる観点から、好ましくは共押出方式
である。
【００４５】
［延伸］
本発明のインモールドラベルを構成する基材層（I）及び印刷可能層（IＩＩ）は、それぞ
れ延伸されていない無延伸、未延伸のものであっても良く、少なくとも１軸方向に延伸さ
れたものであってもよい。延伸されていないものはより透明性に優れ、ストレッチブロー
成形品への形状追随性に優れている。延伸されているものは薄膜化による透明性に優れ、
軽量で厚みの均一性に優れている。



(13) JP 2016-511437 A 2016.4.14

10

20

30

40

50

これらの層を延伸する場合は、公知の種々の方法のいずれかまたはその組合せによって行
うことが可能である。例えば、ロール群の周速差を利用した縦延伸、テンターオーブンを
使用した横延伸、縦延伸と横延伸を組み合わせた逐次２軸延伸、テンターオーブンとリニ
アモーターの組み合わせによる同時２軸延伸、テンターオーブンとパンタグラフの組み合
わせによる同時２軸延伸、圧延などを挙げることができる。また、インフレーション成形
法を用いる場合は、吹込空気量の調整による同時２軸延伸を挙げることができる。
【００４６】
延伸の倍率は、特に限定されず、支持体たる基材層（I）に主に用いる熱可塑性樹脂の特
性および得られる積層樹脂フィルムの物性等を考慮して適宜決定する。例えば、基材層（
I）の熱可塑性樹脂としてプロピレン単独重合体ないしはその共重合体を使用し、これを
一方向に延伸する場合の延伸倍率は、通常１．２～１２倍、好ましくは２～１０倍であり
、２軸延伸する場合には面積倍率で通常１．５～６０倍、好ましくは４～５０倍である。
その他の熱可塑性樹脂を使用し、これを一方向に延伸する場合の延伸倍率は通常１．２～
１０倍、好ましくは２～５倍であり、２軸延伸する場合には面積倍率で通常１．５～２０
倍、好ましくは４～１２倍である。
延伸の温度は、基材層（I）に主に用いる熱可塑性樹脂のガラス転移点温度以上から結晶
部の融点以下の熱可塑性樹脂に好適な公知の温度範囲内で適宜決定する。具体的には、基
材層（I）の熱可塑性樹脂がプロピレン単独重合体（融点１５５～１６７℃）である場合
は１００～１６６℃であり、融点より１～７０℃低い温度である。また延伸の速度は、２
０～３５０ｍ／分にするのが好ましい。
【００４７】
従って、本発明の基材層（I）は、無機微細粉末を含むポリプロピレン系樹脂の無延伸フ
ィルム（ＣＰＰフィルム）あるいは延伸フィルム（ＯＰＰフィルム）であることがより好
ましい。基材層（I）が無延伸フィルムである場合は、ポリプロピレン系樹脂分子の延伸
配向に伴う結晶化を抑えて、ブロー成形の際に成形品の形状変化に追従できる柔軟性が得
られやすい。基材層（I）が延伸フィルムである場合は、基材層は所謂パールフィルムや
合成紙であってよい。これらの基材からはより高い不透明さが得られやすい。
【００４８】
〔インモールド成形〕
本発明のインモールドラベルは、加熱した樹脂プリフォームをロッドと圧空により金型内
壁に圧着して付形する中空成形用（ストレッチブロー成形用）のインモールドラベルとし
て好適に使用できる。本発明のインモールドラベルを用いて製造されたストレッチブロー
成形品は、ラベルの貼着部分と非貼着部分との外観の差異が小さく、より高度な一体感を
与えるものである。
該ストレッチブロー成形品を形成する樹脂としては、例えばポリエチレンテレフタレート
、ポリブチレンテレフタレート、ポリブチレンサクシネート、ポリ乳酸などのポリエステ
ル系樹脂、ポリカーボネート系樹脂、ポリスチレン、スチレンアクリロニトリル共重合体
、スチレンブタジエン共重合体などのスチレン系樹脂、ポリプロピレン系樹脂、およびポ
リエチレン系樹脂などが挙げられる。
該樹脂は、顔料や染料等を含まない透明、自然色のものであってもよいが、顔料や染料等
を含む不透明、着色のものであっても差し支えない。
【実施例】
【００４９】
以下に製造例、実施例及び試験例を挙げて本発明を更に具体的に説明する。以下の実施例
に示す材料、使用料、割合、処理内容、処理手順等は、本発明の趣旨を逸脱しない限り適
宜変更することができる。したがって、本発明の技術的範囲は以下に示す具体例などによ
り限定されるものではない。
なお、製造例、実施例及び比較例における物性の測定方法と評価方法は、以下に示す方法
で実施した。
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【００５０】
〔基材層（I）の製造例〕
（製造例１）
基材層（I）用の樹脂組成物としてプロピレン単独重合体（日本ポリプロ社製、商品名：
ノバテックＰＰ　ＭＡ３）９５重量％、および二酸化チタン微細粉末（石原産業社製、商
品名：タイペーク　ＣＲ－６０）５重量％の混合物（ａ）、ならびにエチレン・ヘキセン
－１共重合体（日本ポリエチレン社製、商品名：カーネル　ＫＳ３４０Ｔ）８５．７重量
％、高圧法低密度ポリエチレン（日本ポリエチレン社製、商品名：ノバテックＬＤ　ＬＣ
７２０）９．５重量％、および帯電防止剤（日本ポリエチレン社製、商品名：ノバテック
ＬＬ　ＬＸ－ＡＳ）４．８重量％の混合物（ｂ）、印刷可能層（IＩＩ）用の樹脂組成物
としてプロピレン単独重合体（日本ポリプロ社製、商品名：ノバテックＰＰ　ＭＡ３Ｕ）
７０重量％、および高圧法低密度ポリエチレン（日本ポリエチレン社製、商品名：ノバテ
ックＬＤ　ＬＣ７２０）３０重量％の混合物（ｃ）を、それぞれ別々の押出機を用いて２
４０℃で溶融混練し、これらを１台の共押出Ｔ－ダイに供給し、Ｔ－ダイ内で３層に積層
し、次いでＴ－ダイよりシート状に押し出し、これをセミミラー調冷却ロールとマット調
ゴムロールとの間に導き、挟圧（線圧：約１．５ｋｇ／ｃｍ）しながら冷却して、（ｃ／
ａ／ｂ）の３層構造を有する白色、不透明な無延伸の積層樹脂フィルムを得た。
次いでこれをガイドロールでコロナ放電処理器に導き、印刷可能層（IＩＩ）側の表面を
５０Ｗ・分／ｍ２の処理量でコロナ放電処理を施し、耳部を切り取った後、巻き取り機で
巻き取った。
【００５１】
該セミミラー調冷却ロールとしては、硬化クロムメッキされたミラー仕立（鏡面仕立）の
金属冷却ロールをセミミラー調に加工した後に研磨仕上げをした、表面粗さ（ＪＩＳ　Ｂ
－０６０１に準拠して測定した算術平均粗さＲａ）が０．３μｍ、最大高さ（Ｒｙ）が２
．９μｍ、十点平均粗さ（Ｒｚ）が２．２μｍの、直径４５０ｍｍの、幅１５００ｍｍの
ものを用い、冷却温度を７０℃とした。
該マット調ゴムロールとしては、スプリング式ＪＩＳ硬度計を用いて測定したゴム硬度（
ＪＩＳ　Ｋ－６３０１：１９９５に準拠）が７０Ｈｓ、粒子径が３１～３７μｍの珪砂、
珪酸ガラスの微細粒子を２０～５５重量％の割合で含有させた、直径３００ｍｍ、幅１５
００ｍｍのものを用いた。
挟圧時はセミミラー調冷却ロールが混合物（ｂ）と、マット調ゴムロールが混合物（ｃ）
と接するように成形した。得られた積層樹脂フィルムの厚みは１００μｍ、密度は０．８
９ｇ／ｃｍ３であった。
【００５２】
（製造例２）
基材層（I）用の樹脂組成物としてプロピレン単独重合体（日本ポリプロ社製、商品名：
ノバテックＰＰ　ＦＹ４）７０重量％、高密度ポリエチレン（日本ポリエチレン社製、商
品名：ノバテックＨＤ　ＨＪ３６０）１０重量％、および炭酸カルシウム微細粉末（備北
粉化工業社製、商品名：ソフトン１８００）２０重量％の混合物（ｄ）、ならびにプロピ
レン単独重合体（日本ポリプロ社製、商品名：ノバテックＰＰ　ＭＡ３）７０重量％、お
よび炭酸カルシウム微細粉末（備北粉化工業社製、商品名：ソフトン１８００）３０重量
％の混合物（ｅ）を、それぞれ別々の押出機を用いて２３０℃に設定した押出機にて混練
した後、２５０℃に設定した一台の共押出Ｔ－ダイに供給し、Ｔ－ダイ内で積層したもの
をシート状に押し出しこれを冷却装置により冷却して３層構造（ｅ／ｄ／ｅ）の無延伸シ
ートを得た。この無延伸シートを１５０℃に加熱して縦方向に５倍延伸した。次いで６０
℃の温度にまで冷却した後、再び１５０℃の温度にまで加熱してテンターで横方向に８倍
延伸し、１６０℃の温度でアニーリング処理し、６０℃の温度にまで冷却して、（ｅ／ｄ
／ｅ）の３層構造を有する白色、不透明の二軸延伸した積層樹脂フィルムを得た。
次いでこれをガイドロールでコロナ放電処理器に導き、両側の表面にそれぞれ５０Ｗ・分
／ｍ２の処理量でコロナ放電処理を施し、耳部を切り取った後、巻き取り機で巻き取った
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。
得られた積層樹脂フィルムの厚みは８０μｍ〔ｅ／ｄ／ｅ＝１０／６０／１０μｍ〕、密
度は０．７６ｇ／ｃｍ３であった。
【００５３】
（製造例３）
基材層（I）用の樹脂組成物としてプロピレン単独重合体（日本ポリプロ社製、商品名：
ノバテックＰＰ　ＦＹ６Ｈ）７５重量％、高密度ポリエチレン（日本ポリエチレン社製、
商品名：ノバテックＨＤ　ＨＪ５８０Ｎ）５重量％、および炭酸カルシウム微細粉末（備
北粉化工業社製、商品名：ソフトン１８００）２０重量％の混合物（ｆ）を、押出機を用
いて２５０℃で溶融混練し、これを押出Ｔ－ダイに供給し、これをシート状に押し出しこ
れを冷却装置により冷却して単層構造（ｆ）の無延伸シートを得た。
次いで、この無延伸シートを１４５℃に加熱し、ロール群の周速差を利用して縦方向に４
．５倍延伸して、延伸シートを得た。
一方、基材層（I）用の樹脂組成物としてプロピレン単独重合体（日本ポリプロ社製、商
品名：ノバテックＰＰ　ＭＡ１Ｂ）３８重量％、マレイン酸変性ポリプロピレン（三洋化
成社製、商品名：ユーメックス　１００１）２重量％、および表面を親水化処理した重質
炭酸カルシウム微細粉末（ファイマテック社製、商品名：ＡＦＦ－Ｚ）６０重量％の混合
物（ｇ）、ならびにプロピレン単独重合体（日本ポリプロ社製、商品名：ノバテックＰＰ
　ＭＡ３）５５重量％、および炭酸カルシウム微細粉末（備北粉化工業社製、商品名：ソ
フトン１８００）４５重量％の混合物（ｈ）を、それぞれ別々の押出機を用いて２４０℃
で溶融混練し、これらを別々の押出Ｔ－ダイに供給し、上述の延伸シートの両表面上にこ
れらをシート状に押し出し積層し、次いで冷却装置により冷却して３層構造（ｇ／ｆ／ｈ
）の積層シートを得た。
次いで、この積層シートを１５４℃に加熱し、テンターを利用して横方向に８．５倍延伸
し、１５５℃の温度でアニーリング処理し、５５℃の温度にまで冷却して、（ｇ／ｆ／ｈ
）の３層構造を有する白色、不透明の延伸された積層樹脂フィルムを得た。
次いでこれをガイドロールでコロナ放電処理器に導き、両側の表面にそれぞれ５０Ｗ・分
／ｍ２の処理量でコロナ放電処理を施し、耳部を切り取った後、巻き取り機で巻き取った
。
得られた積層樹脂フィルムの厚みは９５μｍ〔ｇ／ｆ／ｈ＝１０／７５／１０μｍ〕、密
度は０．８１ｇ／ｃｍ３、各層の延伸軸数はｇ層が１軸、ｆ層が２軸、ｈ層が１軸であっ
た。
【００５４】
（製造例４）
内部に空洞を含有する白色、不透明なポリエステルの二軸延伸フィルム（東洋紡社製、商
品名：クリスパー　Ｇ２３１１）を得て、これを積層樹脂フィルムとした。
次いでこれをコロナ放電処理器に導き、未処理面側の表面を５０Ｗ・分／ｍ２の処理量で
コロナ放電処理を施し、取り機で巻き取った。
得られた積層樹脂フィルムの厚みは３８μｍ、密度は１．１ｇ／ｃｍ３であった。
【００５５】
〔インモールドラベルおよびラベル付きブロー成形品の製造例〕
（実施例１）
製造例１で得た積層樹脂フィルムの（ｂ）層側の表面に、マイクログラビアコーターを用
いて、マレイン酸変性エチレン・酢酸ビニル共重合体のエマルジョン溶液（東洋モートン
社製、商品名：ＥＡ－Ｈ７００、固形分濃度：５０％）を塗工し、９５℃に設定したオー
ブンで乾燥させてヒートシール性樹脂層（ＩＩ）を設け、実施例１のストレッチブロー用
インモールドラベルを得た。得られたヒートシール性樹脂層（ＩＩ）の膜厚は３μｍであ
った。
【００５６】
次いで各実施例、比較例で得たインモールドラベルを、長辺が８ｃｍ、短辺が６ｃｍの矩
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形に打ち抜き、静電気帯電装置を用いて帯電させ、ストレッチブロー成形機（日精ＡＳＢ
社製、商品名：ＡＳＢ－７０ＤＰＨ）の成形用金型の内部に、印刷可能層（ＩＩＩ）が金
型に接するように（ヒートシール性樹脂層（ＩＩ）がキャビティ側を向くように）設置し
た。ラベルは、金型内でラベルの長辺が成形品の胴体の周方向に平行に貼着するように設
置した。金型はキャビティ側の表面温度が２０～４５℃の範囲内となるように冷却した。
次いで、自然色のポリエチレンテレフタレートのプリフォームを１００℃に予熱し、金型
内で同プリフォームを５～４０ｋｇ／ｃｍ２のブロー圧力で１秒間ストレッチブロー成形
することによりインモールドラベル付きストレッチブロー成形品を得た。
得られたラベル付き成形品は、高さ１２ｃｍ、一辺約７ｃｍの角型の胴部を有する容器で
あった。得られたラベル付き成形品のラベル接着強度の結果を表１に示す。
【００５７】
（実施例２）
基材層（I）として、製造例２で得た積層樹脂フィルムを用い、これの層（ｅ）側の表面
にヒートシール性樹脂層（ＩＩ）を設けた以外は実施例１と同様にしてストレッチブロー
用インモールドラベルおよびインモールドラベル付きストレッチブロー成形品を得た。得
られたラベル付き成形品のラベル接着強度の結果を表１に示す。
【００５８】
（実施例３）
基材層（I）として、製造例３で得た積層樹脂フィルムを用い、これの層（ｇ）側の表面
にヒートシール性樹脂層（ＩＩ）を設けた以外は実施例１と同様にしてストレッチブロー
用インモールドラベルおよびインモールドラベル付きストレッチブロー成形品を得た。得
られたラベル付き成形品のラベル接着強度の結果を表１に示す。
【００５９】
（実施例４）
基材層（I）として、製造例４で得た積層樹脂フィルムを用い、これのコロナ放電処理面
側の表面にヒートシール性樹脂層（ＩＩ）を設けた以外は実施例１と同様にしてストレッ
チブロー用インモールドラベルおよびインモールドラベル付きストレッチブロー成形品を
得た。得られたラベル付き成形品のラベル接着強度の結果を表１に示す。
【００６０】
（実施例５）
エチレン系共重合体を含む塗工液として、エチレン・酢酸ビニル共重合体のエマルジョン
溶液（日栄化工社製、商品名：ライフボンド　ＨＣＮ－００６、固形分濃度：５０％）を
用いた以外は実施例１と同様にしてストレッチブロー用インモールドラベルおよびインモ
ールドラベル付きストレッチブロー成形品を得た。得られたラベル付き成形品のラベル接
着強度の結果を表１に示す。
【００６１】
（実施例６）
エチレン系共重合体を含む塗工液として、エチレン・酢酸ビニル共重合体のホットラッカ
ー（東洋モートン社製、商品名：トモフレックス　ＴＨＳ－４８８４－Ｕ、固形分濃度：
１５％）を用いた以外は実施例１と同様にしてストレッチブロー用インモールドラベルお
よびインモールドラベル付きストレッチブロー成形品を得た。得られたラベル付き成形品
のラベル接着強度の結果を表１に示す。
【００６２】
（実施例７）
エチレン系共重合体を含む塗工液として、エチレン・メタクリル酸・アクリル酸アルキル
エステル共重合体のエマルジョン溶液を用いた以外は実施例１と同様にしてストレッチブ
ロー用インモールドラベルおよびインモールドラベル付きストレッチブロー成形品を得た
。得られたラベル付き成形品のラベル接着強度の結果を表１に示す。エチレン・メタクリ
ル酸・アクリル酸アルキルエステル共重合体のエマルジョン溶液は、下記の手順にしたが
って作製した。
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【００６３】
［オレフィン系樹脂を含む塗工液の製造例］
　冷却器、窒素導入管、攪拌機、モノマー滴下ロート及び加熱用のジャケットを装備した
内容積１５０Ｌの反応器に、イソプロパノール（株式会社トクヤマ製、商品名：トクソー
ＩＰＡ）４０ｋｇを投入した。
　イソプロパノールを攪拌しながら、反応器に、Ｎ，Ｎ-ジメチルアミノエチルメタクリ
レート（三洋化成工業株式会社製、商品名：メタクリレートＤＭＡ）１２．６ｋｇ、ブチ
ルメタクリレート（三菱レイヨン株式会社製、商品名：アクリエステルＢ）１２．６ｋｇ
、及び高級アルコールメタクリル酸エステル（三菱レイヨン株式会社製、商品名：アクリ
エステルＳＬ、メタクリル酸ラウリルとメタクリル酸トリデシルの混合物）２．８ｋｇを
投入した。
【００６４】
　反応器内の気体を窒素で置換した後、反応器内の混合物を８０℃まで加熱した。加熱さ
れた混合物に、重合開始剤としてアゾビスイソブチロニトリル（和光純薬工業株式会社製
、商品名：Ｖ－６０（ＡＩＢＮ））０．３ｋｇを添加して、重合を開始した。重合時間は
４時間であった。重合中、反応温度は８０℃に維持した。
　その後、氷酢酸（和光純薬工業株式会社製）４．３ｋｇを用いて、重合により得られた
共重合体を中和した。さらに、イソプロパノールを留去しながら、反応器にイオン交換水
４８．３ｋｇを添加して、溶媒を置換することで、（メタ）アクリル系共重合体からなる
カチオン性高分子乳化剤の中和物の水溶液が得られた。
【００６５】
　上記の手順により得られた水溶液を、後述する分散液として使用した。分散液中の固形
分濃度は３５質量％であった。また、（メタ）アクリル系共重合体の重量平均分子量は４
０，０００であった。
【００６６】
　次に、二軸押出機（株式会社日本製鋼所製、ＴＥＸ３０ＨＳＳ）を使用して、オレフィ
ン系樹脂を溶融混練及び乳化することにより、オレフィン系樹脂を含む塗工液を作製した
。オレフィン系樹脂の溶融混練及び乳化は、下記の手順に従って実施した。
【００６７】
　まず、ペレット状のオレフィン系樹脂を、ホッパーから二軸押出機に供給した。オレフ
ィン系樹脂としては、エチレン・メタクリル酸・アクリル酸エステル共重合樹脂（三井・
デュポン・ポリケミカル株式会社社製、商品名：ニュクレルＮ０３５Ｃ）を用いた。
　二軸押出機において、スクリュー回転数３００ｒｐｍ、シリンダー温度１６０℃～２５
０℃の条件で、当該樹脂を溶融及び混練した。その後、上記の分散液を、二軸押出機のシ
リンダー中間部に設けられた注入口から供給した。分散液の添加量は、分散液中の固形分
に換算して、オレフィン系樹脂１００質量部に対して１５質量部であった。二軸押出機の
内部でオレフィン系樹脂の乳化及び分散が進行し、二軸押出機の出口から、白色のオレフ
ィン系共重合体エマルジョン溶液が得られた。
　エマルジョン溶液の固形分濃度は４５質量％であり、エマルジョンの体積平均粒径は０
．７μｍであった。
【００６８】
（比較例１）
エチレン系共重合体を含む塗工液の代わりに、変性スチレン系共重合体エマルジョン溶液
（第一塗料製造所社製、商品名：バロン　ＢＬ－１、固形分濃度：４２．８％）を用いた
以外は実施例１と同様にしてストレッチブロー用インモールドラベルおよびインモールド
ラベル付きストレッチブロー成形品を得た。得られたラベル付き成形品のラベル接着強度
の結果を表１に示す。
【００６９】
〔評価〕
各製造例における積層樹脂フィルム、ならびに実施例及び比較例におけるラベル付きブロ
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（１）ラベル接着強度
各実施例及び比較例で得たインモールドラベルを、長辺が８ｃｍ、短辺が６ｃｍの矩形に
打ち抜き、ラベル付き成形品の製造用ラベルを準備した。
上記製造用ラベルを、静電気帯電装置を用いて帯電させ、ストレッチブロー成形機（日精
ＡＳＢ社製、商品名：ＡＳＢ－７０ＤＰＨ）の成形用金型の内部に、ヒートシール性樹脂
層（ＩＩ）の反対面が金型に接するように（ヒートシール性樹脂層（ＩＩ）がキャビティ
側を向くように）設置した。ラベルは、金型内でラベルの長辺が成形品の胴体の周方向に
平行に貼着するように設置した。
金型はキャビティ側の表面温度が２０～４５℃の範囲内となるように冷却した。
次いで、ポリエチレンテレフタレートのプリフォームを１００℃に予熱し、金型内で同プ
リフォームを５～４０ｋｇ／ｃｍ２のブロー圧力で１秒間ストレッチブロー成形すること
によりインモールドラベル付きストレッチブロー成形品を得た。
得られたラベル付き成形品は、高さ１２ｃｍ、一辺約７ｃｍの角型の胴部を有する容器で
あった。
【００７０】
得られた各ラベル付き成形品について、温度２３℃、相対湿度５０％環境下で２日間保管
後、ラベル貼着部分をカッターで切り取り、容器の胴の周方向を長手として長さ１２ｃｍ
（ラベルの貼着部分は９ｃｍ、非貼着部分は３ｃｍ）、幅１．５ｃｍ（全幅にラベルが貼
着）の測定用サンプルを容器２個より６本採取した。
次いで、つかみしろ（非貼着）部分からラベルを丁寧に剥がしてゆき、約１ｃｍ剥離した
ところで、ラベルに同幅のＰＥＴフィルム（５０μｍ）を粘着剤で接着してラベル側のつ
かみしろ部分とし、接着強度測定用のサンプルを作成した。
次いで、ＪＩＳ　Ｋ６８５４－２：１９９９に基づき、引張試験機（島津製作所社製）を
用いて１８０度剥離を実施し、剥離長さ２５ｍｍから７５ｍｍ間の剥離力の平均値を測定
し、更にサンプル６点の測定値を平均して、接着強度を測定した。
ラベル接着強度は１００ｇｆ／１５ｍｍ以上であることが好ましく、２００ｇｆ／１５ｍ
ｍ以上であることがより好ましく、３００ｇｆ／１５ｍｍ以上であることが更に好ましく
、４００ｇｆ／１５ｍｍ以上であることが更に好ましい。ラベル接着強度が１００ｇｆ／
１５ｍｍ以上であれば、実使用上殆ど問題はない。
なお、比較例２のラベル付き成形品については、ラベルの殆どの部分が容器から浮き上が
り、サンプリング時に剥がれてしまうほど接着不良となってしまったため、いずれも接着
強度を測定することができなかった。
【００７１】
（２）厚み、膜厚、密度
本発明のストレッチブロー用インモールドラベルの肉厚は、ＪＩＳ　Ｋ－７１３０に準拠
し、定圧厚さ測定器（（株）テクロック製、商品名：ＰＧ－０１Ｊ）を用いて測定した。
各層の肉厚、膜厚は、測定対象試料を液体窒素にて－６０℃以下の温度に冷却し、ガラス
板上に置いた試料に対してカミソリ刃（シック・ジャパン（株）製、商品名：プロライン
ブレード）を直角に当て切断し断面観察用の試料を作成し、得られた試料を走査型電子顕
微鏡（日本電子（株）製、商品名：ＪＳＭ－６４９０）を使用して断面観察を行い、組成
外観から塗膜および熱可塑性樹脂組成物ごとの境界線を判別して、ラベル全体の厚みと観
察される層厚み比率を乗算して求めた。
【００７２】
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【表１】

 
【産業上の利用可能性】
【００７３】
本発明のストレッチブロー用インモールドラベルによれば、ストレッチブロー成形による
低温接着条件でも成形品との接着強度が充分である成形品を得ることができる。
【符号の説明】
【００７４】
　１　ストレッチブロー用インモールドラベル
　２　基材層（Ｉ）
　３　ヒートシール性樹脂層（ＩＩ）
　４　熱可塑性樹脂および親水化処理された無機微細粉末を含む樹脂組成物の延伸フィル
ム
　５　印刷可能層（IＩＩ）



(20) JP 2016-511437 A 2016.4.14

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】



(21) JP 2016-511437 A 2016.4.14

10

20

30

40

【国際調査報告】



(22) JP 2016-511437 A 2016.4.14

10

20

30

40



(23) JP 2016-511437 A 2016.4.14

10

20

30

40



(24) JP 2016-511437 A 2016.4.14

10

20

30

40



(25) JP 2016-511437 A 2016.4.14

10

20

30

40



(26) JP 2016-511437 A 2016.4.14

10

20

30

40



(27) JP 2016-511437 A 2016.4.14

フロントページの続き

(81)指定国　　　　  AP(BW,GH,GM,KE,LR,LS,MW,MZ,NA,RW,SD,SL,SZ,TZ,UG,ZM,ZW),EA(AM,AZ,BY,KG,KZ,RU,TJ,T
M),EP(AL,AT,BE,BG,CH,CY,CZ,DE,DK,EE,ES,FI,FR,GB,GR,HR,HU,IE,IS,IT,LT,LU,LV,MC,MK,MT,NL,NO,PL,PT,RO,R
S,SE,SI,SK,SM,TR),OA(BF,BJ,CF,CG,CI,CM,GA,GN,GQ,GW,KM,ML,MR,NE,SN,TD,TG),AE,AG,AL,AM,AO,AT,AU,AZ,BA,
BB,BG,BH,BN,BR,BW,BY,BZ,CA,CH,CL,CN,CO,CR,CU,CZ,DE,DK,DM,DO,DZ,EC,EE,EG,ES,FI,GB,GD,GE,GH,GM,GT,HN,H
R,HU,ID,IL,IN,IR,IS,JP,KE,KG,KN,KP,KR,KZ,LA,LC,LK,LR,LS,LT,LU,LY,MA,MD,ME,MG,MK,MN,MW,MX,MY,MZ,NA,NG
,NI,NO,NZ,OM,PA,PE,PG,PH,PL,PT,QA,RO,RS,RU,RW,SA,SC,SD,SE,SG,SK,SL,SM,ST,SV,SY,TH,TJ,TM,TN,TR,TT,TZ,
UA,UG,US


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	search-report
	overflow

